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⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針について

○⻑崎市では、浦上浄水場（築７９年）と道ノ尾
浄水場（築５６年）が更新時期を迎えている。
また、⻑与町も第１浄水場（築６４年）が老朽
化し、更新時期を迎えている。

○⻑崎市と⻑与町は、将来の水需要を踏まえて双
方の水道事業の経営基盤強化を図るため、新た
な浄水場の整備及び関連施設の再編を共同で行
う。

○なお、新浄水場については、「⺠間資⾦等の活
用による公共施設等の整備等の促進に関する法
律」（以下「PFI法」という。）に準じて、設
計・施工及び運転維持管理一括発注方式（以下
「DBO方式」という。）により整備を行う。 事業イメージ図

（１）事業の趣旨

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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（２）実施⽅針の概要
ア 実施方針公表の目的

イ 実施方針において策定する項目
（ア）特定事業の選定に関する事項

事業名称、施設の管理者の名称、事業の目的、事業内容、事業スケジュール等。
ａ 事業内容に関する事項

ｂ 特定事業の選定及び公表
PFI法に準じたDBO方式で実施すること。ホームページで事業を公表すること。

●PFI法で定める項目を策定し公表
●事業内容等について具体的に示す
●⺠間事業者からの意見等を聴取

●PFI事業を予定していることを早期に周知
●⺠間事業者の事業参画の検討を容易にする
●⺠間事業者の事業参画を促す
●効率性・実効性の高い事業となる

PFI法に基づき、特定事業としてPFI事業を実施する場合、募集に先⽴って事業の内容、⺠
間事業者の募集方法等を方針として策定して公表するもの。

効果

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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（イ）事業者の募集及び選定に関する事項

ａ 募集及び選定方法

入札額に加え、事業者からの施設整備に関する技術的な提案内容も含めた総合的な
評価に基づいて事業者選定を行う「総合評価一般競争入札方式」により行うこと。

ｂ 募集及び選定スケジュール
日 程 内 容

令和７年１月 実施方針等の公表、説明会及び見学会開催
令和７年２月 実施方針等に関する質問・回答の公表
令和７年２月 【予算議案】 債務負担行為設定
令和７年３月 特定事業の選定及び公表
令和７年４月 入札公告・入札説明書等の公表、説明会及び見学会開催
令和７年５月 入札説明書等に関する第1回質問・回答
令和７年６月 資格審査に関する書類の提出、資格審査
令和７年７月 入札説明書等に関する第2回質問・回答
令和７年１０月 提案審査に関する書類受付
令和７年１１月 提案審査及びヒアリング等
令和８年１月 落札者の決定及び公表、事業契約締結

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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ｃ 入札参加者の備えるべき入札参加資格要件（事業体制）

【参加資格要件としての地元企業へ
の配慮】
 代表企業、構成企業のうち、建設

業務を行う者は、地元企業を１社
以上含めること。

 協力企業には、地元の育成及び地
域経済への貢献の観点から必ず地
元企業を含めること。

 主に土木・管路工事は、地元企業
を活用すること。

【地元経済への配慮】
 地元企業の積極的な活用（物資・

飲食物・消耗品等の調達を含む。)
や地元雇用の創出に努めるなど地
域経済への貢献度を評価対象に加
える。

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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（ウ）事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項

ｂ 責任分担に関する基本的な考え方

事業落札者と本事業に係る基本的事項を定めた基本契約を締結すること。
事業落札者は維持管理業務を実施するため、特定目的会社（SPC）を設⽴すること。

【施設の⽴地条件】
新浄水場建設予定地、新浦上配水池、新女の都ポンプ場等の所在地、面積、用途
地域、建ぺい率、容積率等。

ａ 事業契約に関する基本的な考え方

公共側と事業者のリスク分担の考え方を示し、適正にリスクを分担することによ
り、低廉で質の高いサービスの提供をすること。

（エ）公共施設等の⽴地並びに規模及び配置に関する事項

事業契約の解釈について一定期間内に協議が整わない場合には、事業契約に規定
する具体的措置を行うこと。

（オ）契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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（カ）事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項

ａ 法制上の措置

事業継続が困難となる事由が発生した場合は、事業契約に定める事由ごとに本市
又は事業者の責任に応じて、必要な修復その他の措置を講じること。

事業者による業務実施に必要な許認可等の取得に関して協力すること。

（キ）法制上及び税制上の措置並びに財政上及び⾦融上の支援に関する事項

ｂ 税制上の措置
本事業に関する税制上の優遇措置等は想定していないこと。

ｃ 財政上及び⾦融上の支援
事業者は、本市町が国庫補助⾦等の申請業務等を行う場合は、これに協力し、検
査業務についても協力するものとする。

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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（ク）その他特定事業の実施に関し必要な事項

ａ入札参加に伴う費用負担
入札参加に伴う費用は、全て入札参加グループの負担とすること。

ｂ 情報公開及び情報提供
本事業に関する情報は、適宜、本市ホームページで公表すること。

ｃ 実施方針の変更
本事業に係る情報の提供は、本市ホームページを通じて行うものとすること。

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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（３）事業概要

ア 事業名称 ⻑崎市・⻑与町新浄水場共同整備事業

イ 事業主体 ⻑崎市上下水道局
（共同事業者：⻑与町水道局）

ウ 事業手法
⺠間事業者の有するノウハウや創意工夫を活用するために、DBO方式により発注することで、

将来の維持管理コストの縮減を図るもの。

エ 事業内容
○新浄水場整備
○配水池・ポンプ場整備、既存浄水場の改良及び新導水ポンプ場等の場外施設整備
○新浄水場外管路（導・送・配水管路等）の整備
○新浄水場の運転維持管理業務及び場外施設の保守点検業務

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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オ 施設の概要

施設能力 29,535 ㎥/日
水源 浦上ダム、JR⻑崎トンネル湧水、萱瀬ダム

水利使用
可能水量 39,500 ㎥/日

浄水処理方式
前処理+膜ろ過

※要求水準の浄水水質が達成可能であれば
事業者提案による変更も認める。

建設予定地

北部下水処理場跡地
・廃止年月日：平成15年11月
・所在地 ：⻑崎県⻄彼杵郡⻑与町高⽥郷

298-1ほか1筆
・敷地面積：14,300.67 m2

（ア）新浄水場（共同施設）

新浄水場建設予定地

浦上ダム

北部下水処理場跡地

（イ）その他の施設（共同施設、⻑崎市単独施設）
導水施設 ・導水管 工事延⻑ 2.9㎞

送水施設 ・送水管 工事延⻑ 3.5㎞
・送水ポンプ施設 １ヵ所

配水施設 ・配水管 工事延⻑ 0.8㎞
・新配水池 6,000㎥

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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カ 事業費

R3〜4年度
⺠間活力導入可能性調査業務委託

（事業検討のため概算事業費算定）

総事業費 ２２４．６億円

工事費 １７２．６億円

設計調査監理費 ７．２億円

運転維持管理費 ４４．８億円

（R３⇒R６）
７５．２億円↑

（３３％↑）
労務費・物価上昇

４５.９億円↑
（２０％↑）

工事費上昇
２９.３億円↑

（１３％↑）

R5〜6年度
事業計画作成等業務委託

（基本設計に基づく事業費算定）

総事業費 ２９９．８億円

工事費 ２３６．４億円
（６３.８億円↑）

設計調査監理費 ９．４億円
（２.２億円↑）

運転維持管理費 ５４．０億円
（９.２億円↑）

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について

項目 ⾦額（億円） 備考
地下構造物撤去 6.3 建設予定地の残存地下構造物の撤去、土留め工事
土砂災害対策 0.4 地質調査結果に基づく対策見直し
浸水対策 3.4 浸水対策高さの見直し
管路推進工事 9.6 地下埋設物、交通状況等を反映し工法見直し（開削→推進）
土工事 3.5 地質調査結果に基づく見直し（礫質土掘削→岩掘削）
その他 6.1 機械電気工事監理の追加、保守点検項目見直し

計 29.3

（工事費上昇内訳）
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（国からの財政措置）

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について

新浄水場共同整備の財源については、広域化に関する事業であるとともに水道施設の再編成が必
要となる事業であるため、防災・安全交付⾦（水道施設再編推進事業）や地方財政措置（２市町の
共同整備）の活用を予定。

３施設以上の廃止を伴う水道施設の統合整備事業
国 １/3 地方（事業体）の負担分 2/3

事業費の１/3
3/10

交付税措置 2/10 5/10

交付⾦ １/3 一般会計出資債 5/10
水道事業債

（公営企業債）5/10

設計調査監理
・工事費

財源内訳
交付⾦
※１

一般会計出資債
※２ 水道事業債 その他

※３
R３ 179.8 31.9 45.4 45.4 57.1
R６ 245.8 50.5 64.9 64.9 65.5

R6-R3 66.0 18.6 19.5 19.5 8.4

財源内訳

※１ 防災・安全交付⾦（水道施設再編推進事業）（補助率 1/3）
※２ 交付税措置（地方負担分の3/10）を含む
※３ その他：⾃⼰資⾦、工事負担⾦（下水道、⻑与町）

（億円）※運転維持管理費は補助⾦対象外。⻑崎市、⻑与町で水量按分で負担
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年月 内容

令和元年 ○水道法改正
国が広域連携推進のため交付⾦、交付税措置を創設
⻑崎市、⻑与町、時津町の３市町による新浄水場共同整備の協議を開始

令和２〜３年度 ○新浄水場共同整備検討調査業務委託の実施
共同整備効果の検討 ⇒ 時津町には効果が薄い結果となり参加見送り決定

（令和３年５月）
⻑崎市、⻑与町の２市町で検討を継続

令和３〜４年度 ○国との事前協議で事業採択要件を確認（令和３年６月）
令和４年度末に県が公表する「水道広域化推進プラン」に計画概要を掲載

○上記要件クリアのため「新浄水場⺠間活力導入可能性調査業務委託」を実施し、
計画概要策定
（時間的制約があるため、厚労省作成の施設更新費用の手引きにより概算事業費算定）

令和５年３月 ○⻑崎県水道広域化推進プランに新浄水場共同整備の計画概要を掲載
（概算整備費172.6億円 ※調査設計、維持管理費含まず、工事費のみ掲載）

令和５年７月 ○「⻑崎市・⻑与町新浄水場共同整備の実施に関する基本合意書」締結
令和５〜６年度 ○事業計画作成等業務委託

基本計画、実施方針等作成
（現地条件を加味した基本計画を策定、これに基づき事業費を算定。整備費236.4億円）

キ 事業経緯

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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事業期間 R７〜R２７年度
（約２０年間）

浄⽔場供用開始 R１２年度末
設計工事 ５年間（R7〜R12年度）
運転管理 １５年間（R13〜R27年度）

事業期間 R７〜R２９年度
（約２２年間）

浄⽔場供用開始 R１５年度初
設計工事 ７年間（R7〜R14年度）
運転管理 １５年間（R15〜R29年度）

浦上水源地

浦上浄水場

新浄水場建設予定地
市道昭和高田郷線

右岸側工事用道路

住吉の杜 仮設ヤード

浦上ダム
再開発

浦上ダム再開発（県施行）
との調整

工事期間２年延⻑

長崎水害緊急ダム事業（浦上ダム再開発）との調整

県施行の浦上ダム再開発において整備する工事用道路を活用し
て管路布設、配水タンク工事を行う計画であることから、県と
工事工程を調整し、新浄水場供用開始が２年程度遅れる見込み。

ク 事業スケジュール
設計・施工請負契約締結 令和８年１月（予定）
設 計 ・ 建 設 期 間 設計・施工請負契約締結日〜令和１５年３月３１日（予定）
施 設 引 渡 し 日 令和１５年３月３１日（予定）
運 転 維 持 管 理 期 間 令和１５年４月１日〜令和３０年３月３１日（予定）１５年間

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 … R29

新浄水場共同整備
検討業務委託

民間活力
導入可能性調査

配水計画業務委託

事業計画作成等
業務委託

受注者選定審査会
運営支援業務委託

緊ダム事業
右岸側工事用道路整備

新浄水場
共同整備事業

供
用
開
始

水
道
法
改
正

広
域
連
携
の
推
進

共
同
整
備
の
検
討
開
始

事
業
契
約
締
結

供
用
開
始

設計・工事共同整備検討期間

事
業
合
意
書
締
結

運転管理

【参考】事業スケジュールについて

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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建設資材単価建設労務単価 設備工事費

設計・運転管理労務単価

R3→R6 労務単価１６％上昇 R3→R6 資材単価３２％上昇 R3→R6 工事費４７～７９％上昇

R3→R6 労務単価約１５％上昇

工事費に占める割合を材料費50～60％、労務費30％と仮定するとR3年1月～R6年8月の43か月で、建設資材の高騰

労務費の上昇の影響により仮設費・経費を含めた 全建設コスト（平均）は21～24％上昇
(土木分野 22～25％上昇、建築分野 21～24％上昇）

※（一社）日本建設業連合会資料抜粋

※（一社）日本建設業連合会資料抜粋 ※（一社）日本建設業連合会資料抜粋

※（一社）日本建設業連合会資料抜粋

R3 R6
設計技術者単価 40,890円 46,880円
保全業務労務単価 14,278円 16,612円

※国土交通省説明会資料抜粋

【参考】建設資材の高騰・労務費の上昇について

１ ⻑崎市・⻑与町新浄⽔場共同整備事業における実施⽅針（案）について
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２ 下⽔道ウォーターPPP導入に向けた取組みについて

（３）想定スケジュール
モデル都市の事前検討を踏まえ、令和７年度に下水道ウォーターPPP導入可能性調査を行う予定。

（２）プレマーケットサウンディング（アンケート調査）の主な項目
ア 本事業への関心について
イ 対応可能な業務範囲について
ウ ウォーターPPPの4要件（期間、性能発注、更新支援型・実施型、プロフィットシェア）について
エ 地元企業の参画についてなど

〇 国の「PPP/PFI推進アクションプラン」が令和5年度に改定され、「ウォーターPPP」を推進する
方向性が示された。令和9年度以降ウォーターPPPの導入を交付⾦採択の要件化が示された。

〇 ⻑崎市は、ウォーターPPPの導入検討に向け国土交通省からモデル都市に選定され、国土交通省が
委託するコンサルタントから事前検討の支援を受けている。

（１）事前検討の内容について
ア 事業・経営の課題を抽出し、地元企業が参入可能な事業スキーム等の検討・整理
イ 地元企業を含めた⺠間事業者等への意向調査（プレマーケットサウンディング）
ウ 今後の導入検討の進め方の検討・整理など

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度
以降

事前検討
（国のモデル都市）

導入可能性
調査 入札・公募準備 入札・

公募
契約・
引継ぎ

事業実施・
モニタリング
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（４） ウォーターPPPと長崎市下水処理場の包括委託レベルについて

２ 下⽔道ウォーターPPP導入に向けた取組みについて
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【参考】国土交通省の下水道ウォーターPPPのモデル都市支援について

長崎市

２ 下⽔道ウォーターPPP導入に向けた取組みについて
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